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はじめに（策定趣旨） 

近年、都市の課題（人口減少、少子化・高齢化に伴う人口構造の変化、大規模地震の懸

念、リニア開業への対応等）は山積し、まちづくりの分野でも公民の役割分担が変化し

行政に代わる新たな担い手として民間主導の事業展開が増えている。時代の進展と取り

巻く環境が大きく変化するなか、公益財団法人名古屋まちづくり公社（以下「公社」と

いう。）は、公益法人・外郭団体としての役割と立ち位置を改めて確認し、存在意義を高

めていかなければならない。 

また、経営面においては、土地区画整理事業、アスナル金山の管理運営等の基幹事業

が近い将来収束を迎える予定であり、その対応として組織再編や新規事業創出等の検討

を開始することが急務である。しかしながら、現行の中長期経営計画（平成 29 年策定）

には具体的な戦略や取組みが盛り込まれていない状況である。こうした重要な局面にあ

る公社の状況に鑑み、中長期的な経営課題に対応するため実効性ある計画への見直しを

進めることとした。 

 

Ⅰ計画の概要 

1 計画の目的 

本計画は、経営理念及びビジョンを実現するため、今後の長期展望（10年程度）を見

据えた向こう 5 年間の取組みをまとめ、役員及び職員で共有し、名古屋市（以下「市」

という。）のまちづくり施策と連携しながら組織一丸となって実践することを目的とする。 

 

2 計画の位置づけ 

本計画は、定款に定める設立目的のもと、経営理念・ビジョンの実現に向けた中期の

取組みを総合的・体系的に取りまとめたものであり、その内容は、外郭団体として市の

行政計画に掲げるまちづくり施策と整合を図っている。本計画の実行にあたっては、本

計画を踏まえた毎年度の予算編成等を通じて着実に取組みを進めていく。 

なお、本計画は、これまで策定してきた「経営戦略計画」の位置づけを兼ねるものと

する。 

  

中期経営計画 

中 

長 

期 
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営 
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古 

屋 

市 
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ま 
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づ 

く 

り 

施 

策 

経営理念 

職員心得 
見直し 

(具体化) 

行政計画との整合 

設立目的 

ビジョン 
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3 計画期間 

 令和 5年度～令和 9年度【5年間】 

 

Ⅱ目指す理念等 

 

1 設立目的 

公社は、公益財団法人として定款第３条に定める設立目的の実現のため事業を行う。

当該目的は、本計画期間を含め長期にわたって、公社のあらゆる活動の基本とする。 

 

（目的） 

第 3条 この法人は、名古屋の個性を生かしたまちづくりの方向性を明らかにし、地域

的特性に応じた都市機能の増進及び潤いある豊かな生活環境の創出を図ることによ

り、快適で活力ある名古屋のまちづくりを推進し、もって地域の健全な発展に寄与す

ることを目的とする。 

 

2 経営理念・ビジョン等 

令和 4 年 5 月に、組織目標として「経営理念」、「ビジョン」及び「職員心得」を策定

した。公社は経営理念・ビジョンの実現を目指し、職員は職員心得を遵守し、本計画に

取り組む。 

 

(1)経営理念 

「まちの利益」を高め、ひとの笑顔をつくる 

私たちは、まちに携わる人との対話を通じて、快適性、利便性、安心安全など、まちに集い、

暮らし、活動する人にとっての価値や魅力（＝まちの利益）を見い出し、高めることで、まち

に関わるすべての人の笑顔をつくります。 

 

(2)ビジョン 

① 常に社会環境の変化に柔軟に対応し、多様なニーズを的確に捉えて事業を進めま

す。 

② 信用力と機動力を活かし、公と民をつなぎ、まちづくりに携わる人たちと積極的に

連携・協働します。 

③ 私たち職員は、互いの意見を尊重し、ひとつのチームとして総合力を発揮します。 

④ 公益財団法人として、効率的な資源配分を行い、収益構造を維持し、安定した経営

基盤を確立します。 
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(3)職員心得 

属性 職員心得 

固有職員 

⚫ 仕事を標準化して誰でも作業ができるように簡単、明瞭にしましょ

う。 

⚫ 仕事の過程、結果に責任を持ちましょう。 

⚫ 市派遣、特定・専門、嘱託員の協働で機能することに気づきましょう。 

⚫ 誰よりも公社を好きになり、公社の未来を考えましょう。 

市派遣 

職員 

⚫ 公社ノウハウを吸収した上で、市で培ったノウハウやネットワークを

ハイブリッドして仕事に励みましょう。 

⚫ 短期的な成果でなく長期的な成果のひとつとして動きましょう。 

⚫ 関係する人たちとしっかりとコミュニケーションを取って物事を進

めていきましょう。 

⚫ 名古屋市とのパイプ役としての人との調整力を高めましょう。 

特定職員 

専門職員 

⚫ 職務経験の中で培った専門性や人脈を公社のためにフル活用しまし

ょう。 

⚫ 経験による専門的知識を強みに積極的に発言・伝承しましょう。 

⚫ 豊富な経験より将来を見据えた「新しい発想」を伝えましょう。 

⚫ 昔の正解が今も正解のままなのか考えましょう。 

嘱託員 

⚫ 仕事に対する責任を持って前向きに取り組みましょう。 

⚫ 自己の職場の仕事の目的・目標の理解から始めましょう。 

⚫ その業務における公社で No.1の「専門家」になりましょう。 

⚫ ご自身の能力やこれまでの経験を活かして公社に新しい一面を付与

しましょう。 
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3 都市の将来像 

公社は、市のまちづくり施策を実行支援する事業を行うことにより、市が目指す都市

の将来像の実現に貢献していく。 

市の行政計画「名古屋市次期総合計画（令和 5 年 7 月 31 日中間案公表）」及び「名古

屋市都市計画マスタープラン 2030」における関係施策と公社の事業との関係は以下のと

おりである。 

 

 

【目指す都市の将来像と公社事業】 

 

 

【目標01】ゆとりと便利が織りなす多様で持続可能な生活空間

【目標02】歴史と未来の融合で磨くオンリーワンの体験空間

【目標03】技術力と経済力で輝くグローバルな創造空間

名古屋市次期総合計画 名古屋市都市計画マスタープラン2030

＜都市像4＞

25 良好な都市基盤が整った生活しやすいまち

づくりを進めます

26 持続可能な公共交通の実現と、ウォーカブ

ルなまちづくりを進めます

＜都市像5＞

34世界に誇れる都市としてふさわしい都心機

能・交流機能を高めます

36 港・水辺の魅力向上を図ります

37 魅力的な都市景観の形成を進めます

38 歴史・文化に根ざした魅力向上を図ります

名古屋市のまちづくり施策

組合区画整理支援

移転促進用地の取得・売却

都市センター

調査研究、情報収集・提供、

地域まちづくり支援

人口減少社会に立ち向かい快適に住み続けられる都市

名古屋の個性を最大限に発揮し内外から人を引き寄せる魅力的

な都市

イノベーションを創出し圏域の経済成長をけん引する都市

都市づくりの目標

Ａ土地利用

A-1-1都心における都市機能誘導・強化

地域まちづくりの推進

エリアリノベーション

景観整備機構事業

旧豊田・春田邸

旧加藤商会ビル

揚輝荘

金山南ビル、アスナル金山

金山エリアマネジメント

＜都市像3＞

18 災害に強い都市基盤の整備を進めます

19 防災・減災対策を進めるとともに、地域防

災力の向上を支援します

Ｅ住居・住環境

E-4-2既成市街地の再生

E-4-3郊外地における良好な住宅市街地の形成

Ｆ都市魅力

F-1-3景観上重要な建造物・樹木の保存活用

F-2-2世界の産業文化都市・名古屋のまちづくり資産

の活用

F-3-1個性的な魅力空間の創出

F-3-3水辺の魅力向上

中川運河再生

名古屋まちづくり公社の事業

広域的な都市の将来像

1 人権が尊重され、誰もがいきいきと暮らし、活躍

できる都市

2 安心して子育てができ、子どもや若者が豊かに育

つ都市

3 人が支え合い、災害に強く安心・安全に暮らせる

都市

4 快適な都市環境と自然が調和した都市

5 魅力と活力にあふれ、世界から人や企業をひきつ

ける、開かれた都市

目指す５つの都市像

施 策

施 策
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Ⅲ中期経営計画 

 

1 事業領域の強みを活かしたまちづくり 

 公社は、まちづくりの時間軸のなかで「調査・研究」「企画・調整」「実行・支援」の各

事業領域を一気通貫で実施できることを強みとする。経営理念の実現のため、強みを活

かしパブリックスペース（公有・民有に関係なく公益性・開放性・平等性を備えた空間）

を活用したハード・ソフト両面の総合的なまちづくりを進める。 

 

【公社の事業領域】 

 

 

 

 

⚫ 公社は、「パブリックスペース」を対象とするハード・ソフト両面のまちづくりを

通じて、まちに集い・暮らし・活動する人にサービスを提供する。 

 

⚫ パブリックスペースとは、公民の所有に関係なく、公益的な目的のもと一般に開

放され、一定の規制・ルールに沿って誰もが平等に利用可能な空間である。 

例）公有空間：広場、通路、道路 

民有空間：公開空地、公益目的のため提供される空きビル・私有地 

 

⚫ まちづくりの時間軸のなかで、パブリックスペースを対象に「調査・研究」から

「企画・調整」「実行・支援」まで一気通貫の事業領域とすることで、総合的なま

ちづくりを目指す。 
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2 まちづくりの基本方針 

公社は、まちづくりを進めるにあたり、立ち位置、空間軸及び時間軸に関する次の３

つの基本方針のもと事業を行う。 

 

(1)公民をつなぐまちづくり【立ち位置】 

公社は、市の外郭団体としての機動性と公益法人としての信頼性の強みを活かし、行

政と民間・地域の間に入り、両者をつないだり、連携・調和させたり、場合によってはそ

れらに代わり主体となること（補完・代替）により、公民連携のまちづくりに主体的に

取り組む。 

 

 

 

 

(2)エリアを対象とするまちづくり【空間軸】 

 名古屋市域全体のまちづくりは市が担い、公社は、市域内の一定の集積ある区域（＝

エリア）を対象とするまちづくりに取り組む。施設の整備・管理運営、イベントの実施・

支援など、いわゆる「点」のまちづくりだけでなく、点を増やして連携・交流や回遊性等

を生む「線」をつくり、「面」に広げることにより、賑わい・交流の集積、エリアとして

の価値向上を目指す。 

補完・代替 

連携 

つなぎ 

サポート 

連携 

支援 

公 社 

行 政 民間・地域 

連携等 
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(3)マネジメント型のまちづくり【時間軸】 

ハードからソフトまで幅広の事業を展開する中で、新規の施設整備は整備後の管理を

見据え、また既存のストック（施設、まちの資源）の管理・活用においても、まちで生活

し活動する「人」の利益に着目して利便性、景観、賑わい、憩い等を意識した高質管理や

有効活用を重視する。また、まちづくりを推進するための人材育成、仕組みづくり（団

体・活動支援、エリマネ等）、コトづくり（交流機会、イベント・催事、情報発信等）も

積極的に進め、全体としてマネジメント（＝ソフト）を重視したまちづくりに取り組む。

過去から将来にわたり、時代の進展やニーズの変化等に応じて事業内容を見直すことに

より「長期的にまちを育む」視点を持つ。 

 

 

公社の取組み（施設の整備・活用、イ

ベント、まちづくり活動等） 

個別の取組みが進み、地域への広がりへ 

エリアの価値・魅力向上 

エリア 

連携 

連携 
支援 

連携 

交流 

協働 

回遊・ 

イベント 

地域団体・活動等 

＜例＞ 施設の効率的管理、オープンスペースの有効活用、 

まちづくりに資する人材育成、仕組みづくり、コトづくりなど 

※施設整備を行う場合も、開設後のマネジメントを見据えた整備を行う。 

マネジメント型まちづくり 

時代の進展に応じた事業内容の見直し（長期的にまちを育む視点＝時間軸） 

ハードだけでなくソフトも重視した事業を積極的に推進 
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＜参考＞ 公社が実施する公民をつなぐまちづくりの状況 

 

 

 

伏見・丸の内ビル、駐車場等

公益目的事業を支える収益事業

市が目指すまちづくり《名古屋市総合計画・都市計画マスタープラン等》

施策支援
まちづくりの実践

民 公社 市

（対象者） （役割・強み） （目的・施策）

組合区画整理支援
【茶屋新田・志段
味】

土地区画整理組合・地権者
専門的知見・能力、中期的
資金負担力、行政にない機
動力

郊外地の良好な住宅市街地の
形成

移転促進用地の取
得・売却
【大曽根北・筒井・
葵・大高】

土地区画整理地区内地権者
専門的知見・能力、中期的
資金負担力、行政にない機
動力

既成市街地の再生

旧豊田邸・春田邸
【文化のみち】

地域（団体、住民等）・事
業者

歴史的建物保存・活用（サ
ブリース・一般公開）

産業文化都市なごやのまちづ
くり資産の活用、景観上重要
な建造物の保存活用

旧加藤商会ビル
【堀川・納屋橋】

地域（団体、住民等）・事
業者

歴史的建物保存・活用（サ
ブリース、ギャラリー）

景観上重要な建造物の保存活
用、水辺の魅力向上

金山南ビル、アスナ
ル金山、金山エリア
マネジメント
【金山】

地域（商店街、団体、住民
等）・事業者

金山駅南北一体のエリアま
ちづくり（都市再生推進法
人）

個性的な魅力空間の創出、地
域まちづくりの推進

エリアリノベーショ
ン
【那古野ほか】

所有者・地域（団体、住民
等）・事業者

建物リノベーションの連鎖
によるエリア価値向上（エ
リアマネジメント）

地域まちづくりの推進

中川運河再生
【賑わいゾーン】

地域（プレイヤー、団体、
住民等）・事業者

憩い・賑わい創出の取組支
援によるエリア価値向上
（エリアマネジメント）

水辺の魅力向上

揚輝荘
【城山・覚王山】

地域（商店街、団体、住民
等）

エリアの拠点施設として地
域連携による活用等（指定
管理者）

産業文化都市なごやのまちづ
くり資産の活用、景観上重要
な建造物の保存活用

調査研究 学識者等
研究会、課題分析、施策提
言

政策課題の把握

情報収集・提供、人
材育成・交流

まちづくりに興味・関心あ
る人

ライブラリー、まちづくり
支援、PF機能

地域まちづくりの推進
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＜参考＞ エリア対象（空間軸）・マネジメント型（時間軸）のまちづくりの状況 

 

3 公社を取り巻く経営環境 

 公社を取り巻く経営環境の変化として特に影響が大きいととらえた次の４点（不確実

性の高まり、エリア単位のまちづくりの重要性の高まり、リニア中央新幹線の開業、ア

ジア・アジアパラ競技大会の開催）に着目し、その対応を考え方の基礎に置き本計画を

まとめる。 

 

(1)不確実性の高まり 

IT技術を中心としたテクノロジーの急速な発展は、人同士のコミュニケーションの方

法に大きな変化をもたらし、新型コロナウイルスの感染拡大も重なり、テレワークや在

宅勤務、オンライン会議等が浸透し、暮らしや働き方に対する価値観やビジネス環境に

大きな変化をもたらした。また、環境問題においては、国際目標「ＳＤＧｓ」の達成や、

地球温暖化対策として脱炭素社会の実現など、持続可能な社会をつくるための取組みが

求められ、すべての産業における共通課題となっている。そのため、新しいテクノロジ

ー開発の加速化やイノベーションにより、その変化は時として非連続的であり、常に状

況が変化し将来の予測が非常に困難になっている現代の状況は「不確実性の時代」と言

われ、「VUCA」という造語で表現されている。 

まちづくりにおいても、デジタル化・通信インフラの発達によりこれまで以上に人と

人とのつながりや意見表明が容易になり、しかもその範囲は既存の物理的な境界（市内、

エリアの広がり

【空間】

アセット

活用度

【時間】

面的点・線的

活
用
・
管
理

整
備

エリア

リノベ

中川

運河

揚輝荘

旧豊田邸・

春田邸・

加藤商会 金山エ

リマネ

組合区

画整理

移転促

進用地

南ビル・

アスナル
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町内等）を超えて広がる傾向にあるため、まちづくりの課題がさまざまな角度から可視

化されやすい環境にあり、より慎重な利害関係者の特定とその関係者の属性に応じた綿

密な合意形成が必要となっており、まちづくりのプロセスは複雑化している。 

VUCAの時代は、非連続で急激な変化が継続するため、これまでのやり方や考え方を継

続するだけでは対応できない。また、ある事象について、関連する要素が多くなり、問

題の解決や将来を予測するには、考慮すべき要素が増え多くの関係者との調整が必要に

なるなど、従来のように単純ではなくなっている。こうした経営環境へ対応するために

は、これまで以上に先見性と専門性の結集が必要である。市、地域などまちづくり関係

者から公社に求められる役割やニーズも変化し多様化していくため、公社の持つ強みを

活かし、社内外の連携により総合力を発揮して対応していく。 

 

「VUCA」の時代 

Volatility（変動性） 

Uncertainty（不確実性） 

Complexity（複雑性） 

Ambiguity（曖昧性） 

 

(2)エリア単位のまちづくりの重要性の高まり 

 コロナ禍を経て、人々の生活様式は大きく変化し、「働き方」や「暮らし方」に対する

意識や価値観の変化・多様化が進んだ。時間価値の重要性が認識され、自宅で過ごす時

間の増加に加え、公園等の屋外空間、過密を避けながら活動できる場の利用ニーズが高

まっている。また、都市政策では、人口減少・高齢化の進展、厳しい財政状況、カーボン

ニュートラルの実現等の課題があるなか、新規開発を抑制して既成市街地の再構築を基

本方向とし、「都市経営の効率化」に対応するため、集約型都市構造に向けた取組みが進

められ、蓄積された都市基盤や住宅等のストックの有効活用、民間投資を活用した都市

の運営、地域が主体となったエリアマネジメント等の支援が重視されるようになった。 

 そこで、市民一人一人のニーズに的確に対応するため、人間の生活や活動に即したエ

リアを設定し、人間中心・市民目線のまちづくりを進めること、また、日々変化するニ

ーズに機動的に対応するため、蓄積された公民の既存ストック（都市アセット）を利活

用したまちづくりの重要性が高まっている。その代表的施策である「居心地が良く歩き

たくなるまちなかづくり（ウォーカブルなまちづくり）」は、歩ける範囲のエリアにおい

て、民間投資やエリアマネジメント活動と連携しながら、公共空間を再整備・利活用し

てウォーカブルな人中心の空間への転換を図り、多様な人々の出会い・交流を通じたイ

ノベーションの創出、人間中心の豊かな生活を実現しようとするものである。市も、公

共空間を活かし、回遊性のあるにぎわい空間づくり、居心地が良く歩きたくなるウォー

カブルなまちづくりの施策を掲げている。こうした動きを踏まえ、公社は、これまでの

経験を活かし、エリアのさらなる価値・魅力の向上を目指したエリア単位のまちづくり

を推進していく。 
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(3)リニア中央新幹線の開業 

 リニア中央新幹線の開業により、東京-名古屋-大阪の三大都市圏が約１時間で結ばれ、

世界最大の人口を有する巨大交流圏が誕生する。交流機会の増加による新たなイノベー

ションの創出、時間・場所からの解放による新たなビジネススタイルやライフスタイル、

海外からの人や投資の呼び込み、南海トラフ地震・首都直下地震など災害リスクへの対

応可能等の効果が期待されている。 

名古屋市は、巨大交流圏の中心都市として、リニア中央新幹線開業に伴うインパクト

を絶好の機会と捉え、魅力ある都市づくりと人を惹きつける都市構造とするため、圏域

の玄関口である名古屋駅からの交通ネットワークの整備、魅力ある交流拠点や目的地（デ

スティネーション）づくりを推進している。公社は、中川運河にぎわいゾーンなど拠点

等のさらなる魅力を高めるまちづくりを通じて、市の施策を支援していく。 

 

(4)アジア・アジアパラ競技大会の開催 

アジア競技大会は、アジア地域における国際総合競技大会であり、アジアパラ競技大

会は、アジア地域における障害者総合スポーツ大会である。どちらも４年に一度開催さ

れ、第２０回アジア競技大会・第５回アジアパラ競技大会（以下「アジア・アジアパラ競

技大会」）が令和８年に愛知県・名古屋市で開催される。 

市では、アジア・アジアパラ競技大会を一過性のスポーツのイベントで終わらせるの

ではなく、大会の開催効果をスポーツの振興をはじめ、交流人口の拡大、国際交流の促

進、国際競争力の強化など様々な分野につなげていくことが必要と考えられている。ま

ちづくりにおいて、開催を契機に施設改修等の公共投資が予定されていることから、公

社は、中部国際空港の南の玄関口＝金山において、市と連携し連絡通路橋の改修（リニ

ューアル）など金山のまちづくりを充実させ、エリアの価値・魅力向上に取り組む。 

 

【大会概要】 

 第 20回アジア競技大会 第 5回アジアパラ競技大会 

開催期間 
令和 8年（2026年） 

 9月 19日～10月 4日 

令和 8年（2026年） 

 10月 18日～10月 24日 

参加者数 上限 15,000人 － 

メイン会場 名古屋市瑞穂公園陸上競技場 － 

大会 

コンセプト 

⚫ アスリートファーストの視点 

⚫ 既存施設の活用 

⚫ 先端技術の駆使 

⚫ 伝統と県民・市民性に触れるおもてなし 

⚫ アジア・アジアパラ競技大会の開催を誇りに､ さらなるスポー

ツ文化の普及へ貢献 

 出典：愛知県・名古屋市ウェブサイト 



 

14 

 

 

4 社内の状況、課題 

(1)事業の見通し 

①実施事業の区分 

公社が実施している事業を今後の継続性に着目して区分すると次のとおりである。 

 

区分 実施事業 今後の主な動き 

収束型 アスナル金山 

移転促進用地売買 

残り事業期間、現行事業を継続し、終了時期に収

束させる。 

収束マネジ

メント型 

組合区画整理支援 

（茶屋新田、下志段

味、上志段味） 

組合土地区画整理事業の受託業務を確実に履行

し、事業全体のマネジメントを行いながら、事業

期間の予定終了時期に確実に終了させる。 

継続発展型 金山南ビル ホテルとの賃貸借契約を更新し、大規模修繕の

実施等により建物の機能維持を図り事業を継続

する。 

 不動産（テナントビ

ル） 

直営駐車場 

収益事業として、不動産価値を向上させ収益獲

得により公益目的事業を支えながら事業を継続

する。 

 名古屋都市センター まちづくりの潮流に合わせて、事業の三本柱（調

査・研究、情報収集・提供、人材育成・交流）に

取り組む。 

 歴史的建造物保存活

用 

景観整備機構として、歴史的建造物の保存活用

を中心に景観まちづくりの推進に取り組む。 

継続支援型 中志段味再建支援 民事調停に基づく公社の役割を果たし、中志段

味特定土地区画整理事業の再建支援に協力す

る。 

 

②主要事業の終了による公益性の低下等 

近い将来、茶屋新田、上志段味及び下志段味の各地区の組合土地区画整理事業の推進

支援、名古屋市施行土地区画整理事業地区内における移転促進用地の売買、アスナル金

山の管理運営など公社の主要事業が順次終了する見込みである。 

事業費ベースで全体の約５割の事業がなくなり、公益目的事業比率の減少に伴い公益

法人としての公益性の低下、存在意義の低下につながる。 
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 【終了予定の事業】 

事業 
終了年度 

（見込） 
事業費 従事職員数 

茶屋新田 R8（R9） 458百万円(9.8％) 25(14.8%) 

上志段味 R11 83百万円(1.8％) 13(7.7%) 

下志段味 R5 265百万円(5.6％) 15.5(9.2%) 

用地売買 R6 (R10) 5百万円(0.1％) 0.2(0.1%) 

アスナル金山 R9 1,197百万円(25.5％) 22.0(13.0%) 

用地貸付等 R6 (R10) 57百万円(1.2％) 0.2(0.1%) 

計  2,065百万円(44.0％) 75.8(44.9%) 

全体 
 

 
4,605百万円 169 

 注）事業費：R4決算、従事職員数：R4.4現在 

 

③事業進捗に伴う収益力の低減 

個別事業において、今後の公社の経営面に大きなマイナス影響を及ぼす事項（リスク

含む）が複数内在している。 

 

事項 影響額等 

アスナル金山の終了 収益力の喪失 

事業終了に伴う支払資金需要 

敷金返済、建物撤去費 

管理施設の老朽化に伴い、大型設備

更新工事発生等による修繕コスト

の増大 

主要ビルの大規模修繕発生 

 金山南ビル：築 24年 

 伏見ビル：築 34年 

 丸の内ビル：築 29年 

ビルテナントの退去、直営駐車場の

借地返還リスク 

丸の内ビル大型テナント退去予定（R7） 

国道高架下駐車料金収入への依存 
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④新規事業の動き 

 本計画期間は、新規事業として、金山まちづくり事業、エリアマネジメントを見据え

た事業、揚輝荘の保存活用事業の検討調整を進め、本格稼働させていく予定である。 

 

◼ 金山まちづくり事業 

これまで金山のまちづくりに深く関わってきた事業実績や培ったノウハウを活かし、

アスナル金山及び金山南ビルとともに金山駅南北にわたるパブリックスペースを対象に

一体的なまちづくりを推進し、地域の魅力・価値向上を図る。 

 

・ 令和３年度に公社が策定した「金山まちづくりビジョン」を踏まえ、都市再生推進法

人として都市利便増進協定等の制度を活用し、連絡通路橋、南口広場等のパブリック

空間を活用した賑わいの創出、回遊性の向上、得られた収益の還元による公共施設の

高質管理、地域環境の整備改善等を図るとともに、公社が地域との媒介として緩やか

に連携することにより、地域連携イベント、清掃活動、災害対策など地域課題の解決

に向けて取り組む「エリアマネジメント」の実現を目指す。 

 

・  市で計画されている「金山駅北地区（アスナル街区・市民会館街区）の整備」におい

て、公社は金山のエリアマネジメント主体として計画段階から参画し、アスナル金山

を継承するハード・ソフト両面の事業展開に向け検討を進める。 

 

 

【公社の役割イメージ】 

 

出典：金山まちづくりビジョン 
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【金山エリアマネジメントの想定事業】 

 

 

◼ エリアマネジメントを見据えた事業 

 将来、エリアマネジメントの実施につなげることを目指し、新たに次の二つの事業を

始動させていく。 

 

・エリアリノベーション事業 

市が推進する「沿道・界隈活性化事業」の３つの柱の一つ「エリアリノベーションの

促進」に公社が主体的に取り組むものである。行政、まちづくり団体等の多様な主体と

連携しながら、未活用の既存建築物を地域の賑わいやコミュニティ活性化に資する場と

なるようリノベーションすることにより、回遊性や賑わいを面的に広げていくことで居

心地よく歩きたくなる（ウォーカブルの）まちづくりを目指す。有効活用しきれていな

い既存建物低層部の空き店舗等を公社が一時的に借り受け、必要な改修を行い、テナン

ト等の活用事業者へサブリースし再生を図る。これを連鎖させ面的に広げていき、回遊

性・賑わいの創出を図りエリア価値の向上につなげる。 

事業メニューイメージ 

 

⚫ 南北一体・連携イベント 

⚫ 清掃、防犯活動 

⚫ 公共空間の高質化、利活用 

⚫ 地域情報発信、観光案内 

⚫ 災害対策（災害情報発信） 

⚫ 地域の魅力価値向上のた

めの取組み、など 

都市再生推進法人申請時の活動地域（エリア） 
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【建物リノベーション例】 

 
 

・中川運河再生事業 

市及び名古屋港管理組合は、平成 24年度に中川運河再生計画を策定し、沿岸用地への

にぎわい施設の誘導、市民交流・創造活動への支援、緑地プロムナードの整備等を実施

してきた。運河再生をさらに加速化するため、令和 5年度に計画を更新し、今後 10年間

の取組みをまとめた。名駅南地区に隣接する「にぎわいゾーン」について、運河が有す

る資源を活用し、運河ならではの魅力を高めることで、将来の目指す姿が示された。公

社は、これまで中川運河にぎわいソーンにおける市民のまちづくり文化芸術活動の支援

（ARToC10）、中川運河再生プラットフォームの運営支援等の実績を活かし、当該目指す

姿の実現に向け新たな事業を展開する。まず、民間都市開発推進機構の資金を活用した

ファンドを設置し、民間事業者による賑わい施設の整備や関連イベント等の支援を行う。

将来は、中川運河の居心地の良い水辺空間・親水空間を活かし、地域・社会課題の解決

に向けた地元の関係者やプレイヤーの交流・創造活動を支援するため、活動拠点の整備

や資金循環の仕組みづくりを行うエリアマネジメントの実施に向けて検討していく。 

 

【中川運河再生ファンドの枠組み】 

 

未活用だった会社事務所の１階部分を語学教室に改装 

【名古屋まちづくり公社】 

 

 

 

 

【名古屋市】 

寄付金募集 

【民間都市開発推進機構】 

ファンド認定、拠出審査 

ファンド 

設置※ 

助成事業の 

募集・選定 

【民間事業者】 

都市利便増進協定施設の整備 
【市民・企業】 

寄付 

資金拠出 

資金拠出 

応募 助成 
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【中川運河にぎわいゾーンの目指す姿】 

 

 

出典：中川運河再生計画 
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◼ 揚輝荘の保存活用事業 

景観整備機構として、歴史的建造物の保存・活用のさらなる拡充を図るとともに、城

山・覚王山地区を代表する歴史・文化施設である揚輝荘の管理を公社が主体的に引き受

け、庭園を含む文化遺産として質の高い管理を行うほか、まちづくりの拠点施設として

地域に開かれた施設運営、地域との連携・交流を推進することにより、良好な都市景観

の形成と城山・覚王山エリアの魅力・価値向上を図る。 

市から指定管理者の指定を受け、令和 5 年度より５年間、建物及び庭園の保存及び一

般公開等の業務を行う。名古屋市みどりの協会との協定により「城山・覚王山歴史文化

の杜まちづくり共同体」を組成し、公社は「施設管理及びソフト事業」を、協会は「庭園

管理」を担当する。お互いの強みを活かし、全体として高質な管理を目指す。 

 

 

【事業スキーム】 

 

 

 

【揚輝荘の概要】 

 揚輝荘は、(株)松坂屋の初代社長 15 代伊藤

次郎左衛門祐民氏が、大正から昭和初期にかけ

て覚王山の丘陵地に建設した名古屋市郊外別

荘の代表作で、主要な部分として保存された庭

園と建物が平成 18年度末に同市に寄贈された。

北園と南園からなり、平成 20 年 5 月に 5 棟の

建造物(聴松閣、揚輝荘座敷、伴華楼、三賞亭、

白雲橋)が市指定有形文化財に指定されてい

る。 
 

 

名古屋市 

【指定管理者】 

城山・覚王山歴史文化の杜まちづくり共同体 

代 表：公益財団法人名古屋まちづくり公社 

構成員：公益財団法人名古屋市みどりの協会 

指定管理 

協定締結 

指定管理料等 
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(2)職員・組織 

①職員構成の状況 

 

＜状況＞ 

組合土地区画整理事業、アスナル金山など事業期間が不透明なこと等を要因と

し、定期（計画）的な職員採用が見送られた時期もあったことから、一般職員の年

齢構成に大きな偏りがある。 

 

《課題》 

継続的・安定的な事業推進のための将来にわたる適正な組織形成（運営） 

◼ 一般職員の年齢別構成 

◼ 有期職員割合 

＜状況＞ 

組合土地区画整理事業、アスナル金山など期間が限定されている事業を効率的に

経営するため、市派遣職員、嘱託員など有期雇用職員の職員全体に占める割合が高

く、また事務事業執行に係る依存度も高くなっている。 

 

《課題》 

⚫ 事務事業の安定的な遂行 

⚫ 一般職員の意識、意欲へ 

の影響 
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②団体統合・合併の効果 

 

 

③ 事業経営の変革 

 

＜状況＞ 

これまでさまざまな団体と統合・合併を繰り返してきた経緯から、事業・職務内容

の相違、事業環境等の要因により人事交流が限定的で、部署間の連携、コミュニケー

ションが不足しており、幅広い事業を展開しているにもかかわらず統合・合併によ

る効果を活かしきれず、総合的なまちづくり団体として十分に機能発揮できていな

い。 

 

《課題》 

⚫ 職員の意識、意欲への影響（他事業への意識・関心が向きにくい、将来のキャリ

アプランが描けない等） 

⚫ 総合的なまちづくり団体としての組織力向上機会の逸失（組織が縦割りになり、

他部署との情報共有や連携・協力する動きが出にくい等） 

＜状況＞ 

⚫ 市から人、財源、スキーム等がセットになった事業の協力依頼が減る一方、時代

の変化とともに、まちづくりのニーズもハード主体の事業からソフト事業も含

めた幅広のまちづくりへと変化し、公社に求められる役割も変化してきている。

公社の強みを活かし、自ら調査研究・企画立案し、事業を構築していく、さらに

は市へ提案していくなど公社の主体性が求められている。 

⚫ 経営環境の変化やニーズの多様化に伴い、事務事業を常に見直し、改善していく

必要がある。 

⚫ 名古屋市ルール準拠に対する意識、公益認定法の狭義の解釈や制約等により、公

社の特性である柔軟性・機動性を活かした事業経営が十分になされていない。 

⚫ 将来の経営状況を不安視し、事業への投資や職員採用が消極的になっている。 

 

《課題》 

事業の主体的なマネジメント力・企画提案力・経営管理力等の創出、公社の柔軟

性・機動性の発揮、事務の簡素化・効率化等 
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(3)財務 

①財務概況 

 

近年は、プラス損益を計上し、正味財産を増額させ、安定した資金基盤を構築 

⚫ 本来の事業活動でキャッシュフローを生み、投資・財務活動（設備投資、資金

積立、借入金返済等）に充て適正に運営している。 

⚫ 自己資本比率等の指標による財務の健全性についても概ね良好に推移。 

（単位：百万円）

財務状況 H30 R1 R2 R3 R4

BS 流動資産a 3,060 3,247 2,791 3,474 2,313

固定資産b 14,083 14,099 14,081 14,112 14,722

総資産c 17,143 17,346 16,872 17,586 17,035

流動負債d 1,308 1,443 1,443 1,819 1,306

固定負債e 4,511 4,004 3,436 3,501 3,265

総負債f 5,819 5,447 4,879 5,320 4,571

（うち借入金）h 3,072 2,528 1,984 1,439 1,033

指定正味財産 1,489 1,461 1,446 1,432 1,407

一般正味財産 9,834 10,437 10,547 10,834 11,057

純資産g 11,323 11,898 11,993 12,266 12,464

PL 経常収益 5,310 5,299 4,994 5,030 4,925

経常費用 4,640 4,650 4,832 4,705 4,606

評価損益等 31 ▲ 16 ▲ 4 ▲ 18 ▲ 39

経常損益 701 633 158 307 280

経常外損益 ▲ 1 0 ▲ 24 11 ▲ 32

当期損益 654 576 95 272 199

CF 事業活動CF 1,496 1,426 658 1,142 968

投資活動CF ▲ 841 ▲ 472 ▲ 923 ▲ 22 ▲ 585

財務活動CF ▲ 625 ▲ 551 ▲ 550 ▲ 551 ▲ 408

キャッシュ増減 30 403 ▲ 815 569 ▲ 25

FCF（事-投） 2,337 1,898 1,581 1,164 1,553

財務の健全性（指標）

自己資本比率 g/c 66.1% 68.6% 71.1% 69.7% 73.2%

流動比率 a/d 233.9% 225.0% 193.4% 191.0% 177.1%

固定長期適合率 b/(e+g) 88.9% 88.7% 91.3% 89.5% 93.6%

借入金依存度 h/c 17.9% 14.6% 11.8% 8.2% 6.1%
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②財務三規制の適合状況 

 

 

③中長期収支見込み（成り行きベース） 

⚫ 向こう 10年間で FCF（本業によるフリーキャッシュフロー）約 13億円の見込み 

⚫ アスナル終了後（R9以降）は、損益・キャッシュフローともに減少 

 

 

公益法人に求められる財務規制（公益目的事業比率、収支相償、遊休財産保有制

限）にすべて適合。今後、事業の変更に伴う公益目的事業比率の変動に注意。 

１公益目的事業比率

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

事業費 公１ 736 754 853 711 854

公２ 58 61 59 59 57

公３ 2,519 2,450 2,844 2,900 2,834

公４ 194 206 189 172 235

（調整） 特費 320 316 ▲ 94 289 ▲ 652

計a 3,827 3,787 3,851 4,131 3,328

収1・他1 b 1,133 1,173 896 846 691

管理費c 18 18 19 19 20

合計d(a+b+c) 4,978 4,978 4,766 4,996 4,039

比率 a/d 76.9% 76.1% 80.8% 82.7% 82.4%

２収支相償

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

損益 公１ 28 44 142 ▲ 80 ▲ 286

a 公２ ▲ 18 ▲ 20 ▲ 23 ▲ 21 ▲ 24

公３ 320 316 ▲ 192 289 348

公４ ▲ 30 ▲ 37 ▲ 39 ▲ 48 ▲ 51

特定費用準備資金積立b 320 316 ▲ 94 289 348

収益事業から繰入c 206 194 165 183 172

公益目的保有財産取得資金d 152 77 7 15 0

公益目的保有財産の取得e 34 104 657 548 0

計 (a-b+c-d-e)) 0 0 ▲ 517 ▲ 529 ▲ 189

３遊休財産保有制限

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

資産額 a 17,143 17,346 16,872 17,586 17,035

負債額 b 5,819 5,447 4,879 5,320 4,571

控除対象財産額 c 11,650 11,605 11,780 11,911 12,386

対応負債 d 3,641 3,337 3,108 3,300 3,031

遊休財産額 e(=a-b-c+d) 3,315 3,631 3,321 3,655 3,109

上限額 f 3,827 3,787 3,851 4,131 3,328

判定 f＞e 適合 適合 適合 適合 適合

割合 e/f 86.6% 95.9% 86.2% 88.5% 93.4%

《財務面の課題》 

⚫ 既存事業の動向、大規模修繕資金の計画的な積立・取崩、新規事業への投資、そ

の他経営状況の変化を見据えた中長期の収支管理が必要 

⚫ 当面の FCF（13億円）の優先・集中的かつ効果的な活用 

⚫ アスナル終了後を見据えたフリーキャッシュフロー確保のため、個別事業の収

支改善、収益事業の収益性維持・向上、収益力ある新規事業創出に向けた取組

み 
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5 重点事業の選別 

まちづくりの基本方針を踏まえ、将来にわたり公益法人として成長を続け名古屋のま

ちづくりに貢献していくため、経営資源を優先的・集中的に配分する重点事業を次のと

おり位置付ける。 

 

A ハード・ソフトを総合した新規事業の創出 

  エリアリノベーション事業、中川運河再生事業 

 

B 金山エリアの拠点機能の強化 

  金山まちづくり事業、金山南ビル事業 

 

 

6 事業戦略 

(1)重点事業の取組み 

A ハード・ソフトを総合した新規事業の創出 

事業名 ➢ 事業の目的 

 ⚫ 戦略 

エリアリノベーショ

ン事業 

➢ 地域の低未利用の既存建物を賑わいやコミュニティ活性化

に資する場となるようリノベーションし、エリア内に連鎖

的につなげることで、エリアの価値向上を図る。 

 ⚫ 事業に必要な社内リソースを確保する 

⚫ 市と連携した公共施策による支援を獲得する 

 ⚫ 外郭団体としてのポジションを活用する 

 ⚫ リノベに習熟した設計士・会社との業務提携を行う 

 ⚫ 職員の育成を行う 

 ⚫ まちづくり制度活用による波及効果を最大化する 

 ⚫ 公益法人の特性を活用する 

 ⚫ まちの利益を実現する 

 ⚫ サービスラインの認知獲得を行う 

 ⚫ 所有者・テナントに対する各種支援施策に精通する 

 ⚫ 空き家所有者、テナントに適した各種支援施策をパッケー

ジ化する 

中川運河再生事業 ➢ 中川運河再生計画に基づき、中川運河にぎわいゾーンの再

生を支援し、エリアの価値向上を図る。 

 ⚫ 外郭団体、都市再生推進法人としてのポジションを活用す

る 
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⚫ ARToC10 の実績、中川運河再生プラットフォームを活用す

る 

 ⚫ 事業を推進する体制・人材を確保する 

 

B 金山エリアの拠点機能の強化 

事業名 ➢ 事業の目的 

 ⚫ 戦略 

金山まちづくり

事業 

➢ 金山駅南北にある空間や施設を一体的に管理・活用し、地域と

連携したまちづくりの推進によりエリアの価値向上を図る。 

 ⚫ 外郭団体、都市再生推進法人としてのポジションを活用する 

⚫ 金山におけるまちづくり実績、地域とのつながりを活用する 

⚫ エリアマネジメントのノウハウ獲得、人材を育成する 

⚫ 金山北地区開発への参画を検討する 

金山南ビル事業 ➢ 金山駅南側の市有地を活用し、ホテル、都市計画駐車場等の機

能を集積したビルを整備し、金山エリアの拠点施設として運

営することで賑わいと活性化を周辺へ波及させる。 

 ⚫ アセットマネジメント（以下「ＡＭ」）として中長期的に建物

価値を向上させる 

 ⚫ ＡＭ業務の業務遂行能力を高める 

 ⚫ エリアマネジャーとしての立場を活用する 

 （金山駅南駐車場） 

 ⚫ 市の駐車施策に貢献する 

⚫ 駅直結に相当する優位性を活かす 

 ⚫ ＡＭ業務の業務遂行能力を高める 

 ⚫ 公社の有する権限、連携先を活用する 

 ⚫ 市場環境にあった施策を展開する 

 

 

(2)その他事業の取組み 

 ①継続・発展事業 

事業名 ➢ 事業の目的 

 ⚫ 戦略 

景観整備機構事業 ➢ 名古屋市に残された貴重な歴史的建造物の保存・活用を推

進し、潤いある豊かな生活環境の向上を図り、もって個性

的で活力ある地域社会の実現と健全な発展に寄与する。 

 ⚫ 公社のポジションを活かして景観整備機構の機能を強化

する 
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 ⚫ 景観整備機構事業の認知度向上と市民への訴求のため、公

社のポジションを活かした情報発信を行う 

名古屋都市センター

事業 

➢ 行政と市民、まちづくり関係者などを結ぶプラットフォー

ムとして、調査及び研究、情報の収集及び提供並びに人材

の育成及び交流を推進し、快適で活力ある名古屋の実現に

寄与する。 

 ⚫ 社内外のリソース統合により、名古屋都市センターの総合

力を発揮する 

 ⚫ 名古屋都市センターの機能を強化する 

 ⚫ 事業の認知度向上と市民への訴求のため、公社のポジショ

ンを活かした情報発信を行う 

伏見ビル・丸の内ビル

の管理運営 

 

➢ 都心に保有する土地の高度利用を図り、収益を確保する。 

⚫ プロパティマネジメント（以下「ＰＭ」）として蓄積した

ノウハウを活かす 

⚫ ＡＭ業務の業務遂行能力を高める 

 ⚫ ＰＭを担える人材を育成する 

直営駐車場の管理運

営 

➢ 駐車場難の解消、違法駐車の抑制、パーク＆ライド駐車場

施策への協力等に資する駐車場運営により、収益を確保す

る。 

 ⚫ 経常損益の維持を目標に新たな収益源を確保する 

 ⚫ 外部委託等を活用した新たな収益向上策を立案・実施する 

 ⚫ 外郭団体としてのポジションを活かす 

中志段味特定土地区

画整理事業の再建支

援 

 

➢ 中志段味特定土地区画整理事業を再建支援する。 

⚫ 区画整理コンサルの実績、中志段味地区の経験を活かす 

⚫ 社内の総合力を活かす 

⚫ 財務リスクを軽減する 

揚輝荘の保存活用 ➢ 城山・覚王山地区を代表する歴史・文化施設の指定管理者

として、地域に開かれた施設運営、地域との連携・交流を

推進し、エリアの魅力・価値の向上を図る。 

 ⚫ 社内の総合力を活かす 

 ⚫ 地域との連携を強化する 
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②将来収束予定事業 

事業名 ➢ 事業の目的 

 ⚫ 戦略 

移転促進用地の取得

及び売却 

 

➢ 都心部等の既成市街地において名古屋市が施行する土地

区画整理事業施行地区内において、事業進捗の支障となっ

ている権利者の移転を円滑に進め事業促進を図る。 

⚫ 事業促進効果を向上させる 

⚫ 不動産価値を高める 

組合区画整理事業の

推進支援 

 

➢ 市域周辺部の新市街地で、特に行政施策上の課題（大規模

商業施設、研究施設、斎場、インターチェンジの設置等）

を抱える地区の組合土地区画整理事業を円滑に進める。 

⚫ 事業進捗上の課題に対応し、早期収束させる 

⚫ 事業の執行体制を確保する 

アスナル金山の管理

運営 

 

➢ 金山駅北側にある市有地を活用し、商業、広場、駐車場、

駐輪場等の機能を有する施設を整備し運営することで、周

辺でのビルの建替えなど再開発を誘発するなど金山エリ

アの賑わいと活性化を図る。 

⚫ 商業施設運営を事業期間内継続し、収束に向けた取組みを

進める 

 ⚫ 地域との連携強化、地域への収益還元を行う 

 ⚫ ＰＭノウハウを蓄積する 

※アセットマネジメント（ＡＭ）：リニューアル、用途変更、テナント見直し等により建

物の価値を高めるための運用業務。 

プロパティマネジメント（ＰＭ）：ＡＭのもとで行う、建物の維持管理、運営、テナン

トリーシングなど施設全般の管理業務。 

 

7 経営管理（ガバナンス強化） 

(1)職員・組織に関する取組み 

基本方針 

➢ 安定した事務事業を実現する組織形成 

➢ 職員のモチベーション、モラール向上による組織力向上 

➢ 公社の特性（柔軟性・機動性）を活かした事業経営 

 

取組み 内容 

一般職員構成比率の

向上 

⚫ 将来にわたる安定的な事務事業の執行、各事業の意義目的

の承継を図るため、一般職員の構成比率を向上させる 

一般職員の意識・意欲

の向上 

⚫ 経営に対する参画意識とともに責任感の醸成を図るため、

一般職員のモチベーション、モラールを向上させる 
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組織力の向上、統合・

合併効果の発揮 

⚫ 幅広い事業と推進組織、多様な雇用形態の職員の存在等の

公社の特性を活かし、知識・経験の最大限の発揮、相互理

解・連携を深めるなかで総合的なまちづくり団体としての

組織力の向上を図る 

⚫ 職員は組織の財産であるという考えのもと、組織開発に向

けた人材（人財）育成を進める 

事業経営の変革 ⚫ 事業間・組織間の連携、多様な人材の活用による総合力を

活かした事業経営を行う 

 

(2)財務に関する取組み 

基本方針 ➢ 中長期の視点による、計画的・戦略的な経営管理 

 

取組み 内容 

財務規律の遵守 ⚫ 収入と支出の均衡を図り、フリーキャッシュフローの範囲内

の投資（新規、設備投資）を基本とする。 

先を見据えた計画

的な資金管理 

⚫ 中長期の財務モデルを活用し、今後の大きな収支変動を見据

えた資金管理を行う。 

公益法人の財務三

規制の安定的クリ

ア 

⚫ 公益目的事業比率の変動について、先を見据えた管理を行う。 

⚫ 遊休財産規制の対策として、公益認定法の改正動向も視野に

入れながら、縮減策を検討し実施する。 

新規事業の適切な

投資判断 

⚫ 中長期の財務モデルを活用し、新規投資可能額、外部調達必

要額等を把握し、投資判断に活用していく。 

 

(3)社会貢献、環境配慮等の取組み 

基本方針 ➢ 公社はまちづくりの事業を通じてＳＤＧｓの実現に取り組む。 

 

取組み 内容 

公益法人として、Ｓ

ＤＧｓの推進や環境

に配慮した取組み 

⚫ ＳＤＧｓ未来都市である市の外郭団体として、ＳＤＧｓの

理念を踏まえた取組みを進める。 

⚫ 名古屋市ＳＤＧｓ推進プラットフォームの登録会員とし

て、まちづくりに関する事業の個々の活動を通じて、ＳＤＧ

ｓ達成に向け取り組む。 

⚫ なごやＳＤＧｓグリーンパートナーズ（旧エコ事業所）を継

続し、環境に配慮した活動を通じて温室効果ガス削減に資

する取組みを行う。 

⚫ ＳＤＧｓを活用したまちづくりに関する研修を実施する。 
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【業績指標】 

事業名 業績指標 目標 

エリアリノベーショ

ン事業 

エリアリノベーション物件数 
4件/年 

金山まちづくり推進

事業 

金山エリアにおける地域との連携イベント

開催数 
1件/年 

金山南ビルの管理運

営 

金山南ビルインターコモンを活用したイベ

ント開催数 
1件/年 

景観整備機構事業 なごや歴まちびとにおける指導・助言等の実

施 
延べ 50件 

名古屋都市センター

事業 

まちづくりに関する調査・研究の件数 4件/年 

まちづくりに関するセミナー・講演会の件数 20件/年 

まちづくり活動助成団体数 14団体/年 

伏見ビル・丸の内ビル

の管理運営 

公社が管理運営するテナントビルの稼働率 
100%/年 

直営駐車場の管理運

営 

経常利益 令和 4年度決算額を維持 
149百万円 

揚輝荘の保存活用 揚輝荘来場者満足度 

（お客様アンケート「満足」回答率） 
90% 

組合区画整理事業の

推進支援 

公社が受託する組合土地区画整理事業の進

捗率 
8ポイント 

アスナル金山の管理

運営 

地域等と連携したイベント実施件数 
21件/年 

ガバナンス強化 

(職員・組織に関する

取組) 

組織開発に向けた人材育成に資する研修の

実施 
3件/年 

組織力強化に資する企画の実施 1件/年 
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Ⅳ計画の管理 

 本計画の実効性を確保するため、次の考え方を基本に管理していく。 

 

⚫ ＰＤＣＡサイクル、業績指標の管理により本計画の進捗管理を行う。 

⚫ 本計画を踏まえた毎年度の予算編成等により着実に取組みを進める。 

⚫ 本計画は、適宜必要に応じ見直し、更新を行う。 

 

計画：Plan 

（目標設定） 

実行：Do 

（具体的な 

取組み） 

評価：Check 

（目標と進捗状況

の分析） 

改善：Action 

（目標・取組みの

変更） 

PDCAサイクルによる計画管理 


